
令和８年３月


住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づく
居住支援法人関係の申請書等の電子メールによる提出について

　このことについて、下記のとおり電子メールによる提出を可能としています。

記
１　電子メールによる提出の対象となる申請書等
様式第４号　住宅確保要配慮者居住支援法人業務種別変更認可申請書
　　様式第６号　住宅確保要配慮者居住支援法人変更届出書
様式第７号　債務保証業務委託認可申請書
様式第10号　業務規程認可申請書
様式第13号　事業計画及び収支予算認可申請書
様式第15号　事業計画（収支予算）の変更認可申請書
様式第18号　事業報告書及び収支決算書の提出について
様式第19号　住宅確保要配慮者居住支援法人指定辞退届出書

２　メールの件名
　　提出する申請書等の名称を必ず含めること
　　・　件名の例：住宅確保要配慮者居住支援法人変更届出書の提出について（法人名）
３　申請書等のファイルの形式
　　ＰＤＦファイルとすること。
４　送信先アドレス
　・　建築住宅課組織アドレスあて送付してください。
アドレス　「ag0009@pref.iwate.jp」
　・　送信側の担当者は原則複数名としてください（上司又は部下等をＣＣに入れること）
５　備考
　　申請書等への押印は不要です。


